
 

 

 

 

 

解体一括見積サービス WEB サイトを活用した 

空家の解体促進に係る連携事業者 

募集要領 

 

  



１．背景・目的 
 川崎市では、空家が増加傾向にある中で、周辺環境に悪影響を及ぼす空家の解体を促進す

る仕組み等を検討しています。 
 その一環として、空家の解体に関する市民への有用な情報提供及び施策検討のための情

報収集を目的として、解体一括見積サービス Web サイトを運営している民間事業者と連携

し、空家等の解体促進に向けた取組を行うものです。 
 
２．取組の概要 

（１）川崎市の対応 
○川崎市及び川崎市住宅供給公社のホームページに、各民間事業者が運営する解体一括

見積サービス Web サイトのリンクを貼ります。 
○川崎市及び川崎市住宅供給公社において、各民間事業者の作成したサービス概要のフ

ライヤー等を窓口に配架し、周知します。 
（２）民間事業者側の対応 

 ○川崎市及び川崎市住宅供給公社ホームページ経由での「サイト閲覧数」、「匿名での解体 

費用シミュレーション活用数」、「見積件数」、「成約件数」、「解体に至った理由」、「空家

所在区域（町丁目まで）」、「延床面積」、「建物築年数」、「依頼主年齢層」、「依頼主居住

地域」、「解体費用」を、毎月末締めとして翌月１０日迄の間に、報告いただきます。（任

意様式） 
 〇その他空家の解体促進に係る提案をいただきます。（任意様式） 

〇年に１回程度、取組実施状況を踏まえたヒアリングに対応いただきます。 
 
３．応募資格 

本取組の実施希望者は、本募集要領に定める取組の趣旨及び内容等を十分に理解し、かつ、

提案事業を自ら実施する意思と能力を有する法人格を持つ民間事業者（NPO 法人その他の

団体を含む）又はそのグループとします。なお、業種、業態は問いません。 
また、次のいずれかの項目に該当する場合は、応募資格を有しないものとします。 
なお、応募以降、審査終了までに次の項目に該当した場合は、その時点で応募資格を失う

ものとします。 
① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当する者 
② 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）及び民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

に基づく更生・再生手続き中の者 
③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団又は川崎市暴力団排除条例第７条に該当する者 
④ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第１項又は第

２項に違反している者 
⑤ 国税及び地方税を滞納している者 
 
 



４．解体一括見積サービス Web サイトの要件 
 川崎市の Web ページからリンクを貼れる Web サイトは、以下の要件を満たすこととし

ます。 
① 空家所在区域情報を除いた、空家所有者氏名、電話番号及びメールアドレスなどの個

人情報が未入力であっても、Web サイトでの簡易的な解体費用シミュレーションが

できること。 
② 見積依頼者に対する無料相談等のサポート体制が整っていること。 
③ 解体工事契約者と解体事業者間でトラブルがあった際の無料サポートがあること。 
④ 解体工事契約者に対し、解体工事完了の保証及び支払い済みの着手金保証制度がある

こと。 
⑤ 登録している解体事業者が、第三者賠償責任保険制度を用意していること。 
⑥ 解体工事契約者の、仲介手数料等の費用負担がないこと。 
⑦ 解体工事契約者及び解体事業者に対しアンケートをとっていること。 
⑧ 解体事業者の登録事業者数が１都３県（東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県）で 150

社以上であること。 
 
５．募集期間 

令和７年４月１日（火）午前９時 00 分から随時受付します。 
 
６．取組参加申込書の提出 
 取組参加申込者（以下「申込者」という。）は、第１号様式「取組参加申込書」（以下「申

込書」という。）、第２号様式「取組参加申込者の概要」、第３号様式「見積件数及び解体成

約件数一覧（過去３カ年）」及び第４号様式「誓約書」を作成し、次の提出先にメールにて

提出してください。（※紙での提出は不可） 
 

①  提出書類  ・第１号様式「取組参加申込書」 
・第２号様式「取組参加申込者の概要」 
・第３号様式「見積件数及び解体成約件数一覧（過去３カ年）」 
・第４号様式「誓約書」 

②  提 出 先 川崎市まちづくり局住宅政策部住宅整備推進課  
空家予防・活用担当 宛て 

         メールアドレス：50zyusei@city.kawasaki.jp 
 
７．事前協議 
 ○提出された申込書について、市が内容を確認するため、申込者にヒアリングを実施しま

す。 
 ○申込書の内容を確認後、市は、申込者と本取組の実施に必要な条件等を調整するため、

事前協議を行います。 
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８．協定の締結等 
 事前協議及び申込書類を基に市が審査のうえ、審査結果を「結果通知書」（第５号様式）

により通知するものとします。また、本取組の連携事業者として決定した者（以下「連携事

業者」という。）は、本取組に係る連携協定を市と締結します。 
 連携事業者において、連携協定締結後、協定内容に記載の代表者氏名、代表者肩書、事業

者住所等の記載事項が変更となった場合には「変更事項届出書」（第６号様式）を市に提出

し、変更にかかる覚書を市と締結するものとします。 
 
９．取組期間 

連携協定の有効期間は、協定の締結の日の属する年の翌年２月２８日までとします。 
ただし、期間満了の１か月前までに市及び連携事業者から特段の申し出がない限り、期

間は１年間更新するものとし、その後も同様とします。 
 
１０．取組の実施 

○連携事業者については、その団体名、実施内容等を公表します。 
 〇本取組にあたっては、「２．取組の概要」に基づき実施します。 
 
１１．取組の中止 

○以下の項目に該当する場合は、協議のうえ、原則として本取組を中止します。 
① 事前協議内容に反するなど、本取組の目的から逸脱した場合 
② 申込書に虚偽の記載があったことが判明した場合 
③ 「３．応募資格」「４．解体一括見積サービス Web サイトの要件」を満たしていない

ことが判明した場合 
④ 本取組期間中の実績が第３号様式の実績を著しく下回った場合 
⑤ その他、本取組の趣旨に照らして、市が相応しくないと判断した場合 

 
１２．実施結果報告と検証 

（１）実施結果報告書の提出 
  毎年１月末日までを目途に、実施結果報告書（任意様式）を提出してください。報告書

には、取組開始からの毎月の「サイト閲覧数」、「匿名での解体費用シミュレーション活用

数」、「見積件数」、「成約件数」を、表及びグラフにとりまとめ、「解体に至った理由」、「空

家所在区域」、「延床面積」、「建物築年数」、「依頼主年齢層」、「依頼主居住地域」、「解体費

用」を、表などにとりまとめるとともに、解体工事契約者及び解体事業者への、アンケー

ト結果をとりまとめ、分析を行い効果検証結果を記載してください。 
 （２）ヒアリング調査 
  実施結果報告書の内容を基に、市は連携事業者に対し、必要に応じてヒアリングを行い

ます。ヒアリングの日時、場所については、実施結果報告書の提出後に調整します。 
 （３）市による効果検証 
  実施結果報告書と、ヒアリング調査結果を基に、市は効果検証を行います。 



 （４）実施結果の公表について 
  本取組の結果について、連携事業者と協議の上、内容の一部を公表します。なお、「川

崎市情報公開条例」に基づく公文書開示請求があった場合は、連携事業者に事前に連絡の

上、条例に定める範囲において、公開する場合があります 
 
１３．留意事項 

○申込及び本取組に係る一切の費用は、参加希望者及び連携事業者の負担とします。 
○本取組の実施過程で生じた知的財産権（著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、

これらの権利を取得し、又は登録等を出願する権利、その他のノウハウ及び技術情報を

含む。著作権については、著作権法第 27 条及び第 28 条に定める権利を含む。）及び

報告書に含まれる知的財産権は、市と連携事業者双方の共有のものとします。 
○連携事業者は、本取組で得られた知的財産権について、特許出願、実用新案登録出願又

は意匠登録出願をする場合、市と協議し、同意を得ることとします。なお、出願等に係

る費用は連携事業者の負担とします。 
○本取組の実施における責任及びリスクについて、連携事業者が責任を持って遂行し、本

取組に伴い発生するリスクについても、原則として連携事業者が負うものとします。 
 
１４．応募に関する問い合わせ先 
 応募する際には、次の担当部署に事前相談をお願いします。 

担当部署：川崎市まちづくり局住宅政策部住宅整備推進課 空家予防・活用担当 
電話番号：０４４－２００－０５１７ 
メールアドレス：50zyusei@city.kawasaki.jp 
受付時間：午前８時 30 分から午後５時 15 分（平日のみ。土曜日、日曜日及び祝日は

受付不可） 
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